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令和２年度  小国町国民健康保険特別会計予算 

 

 

令和２年度小国町の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，０８３，５５９千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表  歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は３００，０００千円とする。 

 

 

令和２年３月  日 提出 

小国町長 渡 邉 誠 次 

  

－ 1 － 

　令和２年３月９日提出　





















３　歳　出

（単位：千円）（款） （項） 1

そ の 他

1 3,928 328 3,926 8 旅 費 81 普通旅費 81

10 需 用 費 460 消耗品費 235
印刷製本費 225

11 役 務 費 1,937 通信運搬費 658
共同電算電話回線使用料 72
共同電算処理手数料 936
第三者行為損害賠償求償事務処理
手数料 51
国保情報集約システム手数料 220

12 委 託 料 628 国保・調交年間プログラム作成委
託料 220
パソコン機器保守料 18
レセプト内容点検委託料 390

13 使用料及び 3 駐車場・有料道路使用料 3
賃 借 料

18 負担金､補助 1,147 広報共同事業負担金 71
及び交付金 国保連合会負担金 703

保健事業等保険者支援負担金 23
ＴＲＹ－Ｘシステム改修負担金 330
阿蘇郡連絡協議会負担金 20

（款） （項） 2

1 945 29 974 8 旅 費 17 普通旅費 17

10 需 用 費 160 消耗品費 50

国民健康保険特別会計

費

3,926

1 総務費 徴税費

賦課徴収 974

計 4,256 3,928 328 330

一般管理 4,256 330
費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

1 総務費 総務管理費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

- 11 -
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（款） （項） 2

そ の 他

印刷製本費 110

11 役 務 費 797 通信運搬費 585
収納手数料 212

（款） （項） 3

1 494 △5 489 1 報 酬 329 国保運営協議会委員(6人) 329

8 旅 費 132 費用弁償 132

10 需 用 費 20 消耗品費 20

11 役 務 費 5 通信運搬費 5

13 使用料及び 3 駐車場・有料道路等使用料 3
賃 借 料

（款） （項） 1

1 630,000 △10,000 18 負担金､補助 620,000 一般被保険者療養給付費 620,000
及び交付金

2 6,000 △4,500 18 負担金､補助 1,500 退職被保険者等療養給付費 1,500
及び交付金

3 8,000 △1,000 18 負担金､補助 7,000 一般被保険者療養費 7,000

険者等療
養給付費

一般被保 7,000 7,000

険者療養

給付費

退職被保 1,500 1,500

489

2 保険給付費 療養諸費

一般被保 620,000 620,000

計 489 494 △5

会費

974

1 総務費 運営協議会費

運営協議 489

計 974 945 29

説　　明目 本 年 度 前 年 度 比　較

1 総務費 徴税費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額



（款） （項） 1

そ の 他

及び交付金

4 150 △50 18 負担金､補助 100 退職被保険者等療養費 100
及び交付金

5 2,230 100 2,330 11 役 務 費 2,330 審査支払手数料 2,300
レセプト電算処理システム手数料 30

（款） （項） 2

1 100,000 △7,000 18 負担金､補助 93,000 一般被保険者高額療養費 93,000
及び交付金

2 1,500 △500 18 負担金､補助 1,000 退職被保険者等高額療養費 1,000
及び交付金

3 100 0 18 負担金､補助 100 一般被保険者高額介護合算療養費 100
及び交付金

4 10 0 18 負担金､補助 10 退職被保険者等高額介護合算療養
及び交付金 費 10

国民健康保険特別会計 2  保険給付費

算療養費

計 94,110 101,610 △7,500 94,110

退職被保 10 10
険者等高
額介護合

険者高額
介護合算

療養費

険者等高
額療養費

一般被保 100 100

険者高額

療養費

退職被保 1,000 1,000

2,330

2 保険給付費 高額療養費

一般被保 93,000 93,000

審査支払 2,330
手数料

計 630,930 646,380 △15,450 628,600

退職被保 100 100
険者等療

養費

説　　明

険者療養

費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

2 保険給付費 療養諸費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
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（款） （項） 3

そ の 他

1 1 0 18 負担金､補助 1 一般被保険者移送費 1
及び交付金

2 1 0 18 負担金､補助 1 退職被保険者等移送費 1
及び交付金

（款） （項） 4

1 5,460 △1,260 4,200 18 負担金､補助 4,200 出産育児一時金 4,200
及び交付金

（款） （項） 5

1 300 0 300 18 負担金､補助 300 葬祭費 300
及び交付金

（款） （項） 1

1 209,832 △20,667 189,060 18 負担金､補助 189,165 一般被保険者医療給付費分 189,165
及び交付金

2 180 210 390 18 負担金､補助 390 退職被保険者医療給付費分 390
及び交付金険者医療

給付費分

険者医療
給付費分

退職被保 390

300

3 国民健康保険事業費納付金 医療給付費分

一般被保 189,165 105

計 300 300 0

4,200

2 保険給付費 葬祭諸費

葬祭費 300

一時金

計 4,200 5,460 △1,260

2 保険給付費 出産育児諸費

出産育児 4,200

計 2 2 0 2

退職被保 1 1
険者等移

送費

一般被保 1 1
険者移送

費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

2 保険給付費 移送費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明



（款） （項） 1

そ の 他

（款） （項） 2

1 65,110 1,505 66,615 18 負担金､補助 66,615 一般被保険者後期高齢者支援金等
及び交付金 分 66,615

2 64 △59 5 18 負担金､補助 5 退職被保険者後期高齢者支援金等
及び交付金 分 5

（款） （項） 3

1 23,480 1,390 24,870 18 負担金､補助 24,870 介護納付金 24,870
及び交付金

（款） （項） 1

1 1 0 18 負担金､補助 1 退職被保険者等年金受給権者リス
及び交付金 ト代 1

国民健康保険特別会計 3  国民健康保険事業費納付金

同事業拠

出金

計 1 1 0 1

24,870

4 共同事業拠出金 共同事業拠出金

その他共 1 1

金

計 24,870 23,480 1,390

3 国民健康保険事業費納付金 介護納金分

介護納付 24,870

計 66,620 65,174 1,446 66,620

険者後期
高齢者支
援金等分

高齢者支
援金等分

退職被保 5

3 国民健康保険事業費納付金 後期高齢者支援金等分

一般被保 66,615
険者後期

説　　明

計 189,555 210,012 △20,457 105 189,450

目 本 年 度 前 年 度 比　較

3 国民健康保険事業費納付金 医療給付費分

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額

- 15 -
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（款） （項） 1

そ の 他

1 1 0 18 負担金､補助 1 財政安定化基金拠出金 1
及び交付金

（款） （項） 1

1 610 △60 11 役 務 費 550 共同電算処理手数料 285
レセプト疾病分類処理手数料 265

2 405 45 10 需 用 費 85 消耗品費 50
印刷製本費 35

11 役 務 費 15 通信運搬費 15

12 委 託 料 350 ４０歳未満国保被保険者健診委託
料 350

（款） （項） 2

1 15,890 2,550 1 報 酬 509 会計年度任用職員(1人) 509

8 旅 費 26 費用弁償 26

10 需 用 費 30 消耗品費 20
印刷製本費 10

11 役 務 費 400 通信運搬費 100
特定健診等データ管理手数料 300

診査等事

業費

6 保健事業費 特定健康診査等事業費

特定健康 18,440 18,440

計 1,000 1,015 △15 1,000

普及費

疾病予防 450 450
費

6 保健事業費 保健事業費

保健衛生 550 550

計 1 1 0 1

財政安定 1 1
化基金拠

出金

目 本 年 度 前 年 度 比　較

5 財政安定化基金拠出金 財政安定化基金拠出金

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明



（款） （項） 2

そ の 他

12 委 託 料 17,345 人間ドック委託料 3,000
特定健診委託料 7,050
特定保健指導委託料 1,960
国保保健指導事業委託料 5,335

13 使用料及び 130 使用料及び賃借料 130
賃 借 料

（款） （項） 1

1 165 △41 22 償還金､利子 124 一時借入金利子 124
及び割引料

（款） （項） 1

1 1,200 0 1,200 22 償還金､利子 1,200 一般被保険者保険税還付金 1,200
及び割引料

2 50 0 50 22 償還金､利子 50 退職被保険者等保険税還付金 50
及び割引料

3 1 0 22 償還金､利子 1 返還金 1
及び割引料

4 50 0 50 22 償還金､利子 50 一般被保険者還付加算金 50
及び割引料

国民健康保険特別会計 6  保健事業費

険者還付

償還金 1 1

一般被保 50

険者等保
険税還付

金

険者保険
税還付金

退職被保 50

8 諸支出金 償還金及び還付加算金

一般被保 1,200

計 124 165 △41 124

7 公債費 公債費

利子 124 124

計 18,440 15,890 2,550 18,440

説　　明目 本 年 度 前 年 度 比　較

6 保健事業費 特定健康診査等事業費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額

- 17 -
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（款） （項） 1

そ の 他

5 5 0 5 22 償還金､利子 5 退職被保険者等還付加算金 5
及び割引料

（款） （項） 2

1 2,165 40,000 27 繰 出 金 42,165 直営診療施設勘定繰出金 42,165

（款） （項） 3

1 3 0 3 24 積 立 金 3 財政調整基金積立金 3

（款） （項） 1

1 2,405 1,808 2,342 予備費 4,213

計 4,213 2,405 1,808 1,871 2,342

3

9 予備費 予備費

予備費 4,213 1,871

基金費

計 3 3 0

8 諸支出金 基金費

財政調整 3

施設勘定

繰出金

計 42,165 2,165 40,000 42,165

1,305

8 諸支出金 繰出金

直営診療 42,165 42,165

険者等還
付加算金

計 1,306 1,306 0 1

説　　明

加算金

退職被保 5

目 本 年 度 前 年 度 比　較

8 諸支出金 償還金及び還付加算金

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
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令和２年度 小国町介護保険特別会計予算 
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令和２年度  小国町介護保険特別会計予算 

 

令和２年度小国町の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，１７０，５２７千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表  歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は３０，０００千円とする。 

 

 

令和２年３月  日 提出 

小国町長 渡 邉 誠 次 

  

－19－ 

　令和２年３月９日提出　



















３　歳　出
- 28 -

（単位：千円）（款） （項） 1

そ の 他

1 8,279 3,579 11,858 8 旅 費 40 普通旅費 40

10 需 用 費 290 消耗品費 210
印刷製本費 80

11 役 務 費 3,387 通信運搬費 761
主治医等意見書料 2,600
第三者行為損害賠償求償事務処理
手数料 1
預金等調査手数料 1
収納手数料 24

12 委 託 料 4,304 国保連共同電算処理等委託料 144
介護保険認定支援システム保守料 336
訪問調査委託料 24
介護保険事業計画策定委託料 3,800

13 使用料及び 228 駐車場・有料道路等使用料 6
賃 借 料 パソコンリース料 120

介護保険指定事業者等管理システ
ム利用料 102

18 負担金補助 3,609 介護認定審査会負担金 3,580
及び交付金 特別徴収負担金 29

（款） （項） 2

1 26 0 26 8 旅 費 1 普通旅費 1

11 役 務 費 25 通信運搬費 25

1 総務費 徴収費

賦課徴収 26
費

計 11,858 8,279 3,579 11,858

費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

1 総務費 総務管理費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

一般管理 11,858



（款） （項） 2

そ の 他

（款） （項） 3

1 40 95 135 1 報 酬 81 介護運営協議会委員(9人) 81

8 旅 費 54 費用弁償 54

（款） （項） 1

1 992,530 △2,500 585,106 18 負担金補助 990,030 居宅介護サービス給付費 307,000
及び交付金 施設介護サービス給付費 340,000

居宅介護サービス計画給付費 39,000
地域密着型介護サービス給付費 300,000
特例地域密着型介護サービス給付
費 10
特例施設介護サービス給付費 10
居宅介護福祉用具購入費 1,000
居宅介護住宅改修費 3,000
特別居宅介護サービス計画給付費 10

（款） （項） 2

1 19,990 1,148 12,495 18 負担金補助 21,138 介護予防ケアマネジメント費（総
及び交付金 合事業） 848

介護予防サービス給付費 14,400
特例介護予防サービス給付費 10
地域密着型介護予防サービス給付
費 1,500

介護保険特別会計 1  総務費

サービス

等諸費

計 990,030 992,530 △2,500 404,924 585,106

2 保険給付費 介護予防サービス等諸費

介護予防 21,138 8,643

介護サー 990,030 404,924
ビス等諸

費

会費

計 135 40 95 135

2 保険給付費 介護サービス等諸費

計 26 26 0 26

1 総務費 運営協議会費

運営協議 135

目 本 年 度 前 年 度 比　較

1 総務費 徴収費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

- 29 -
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（款） （項） 2

そ の 他

特例地域密着型介護予防サービス
給付費 10
介護予防福祉用具購入費 360
介護予防住宅改修費 1,000
介護予防サービス計画給付費 3,000
特例介護予防サービス計画給付費 10

（款） （項） 3

1 1,000 0 591 11 役 務 費 1,000 審査支払手数料 1,000

（款） （項） 4

1 21,000 0 12,411 18 負担金補助 21,000 高額介護サービス費 21,000
及び交付金

（款） （項） 5

1 48,230 0 28,503 18 負担金補助 48,230 特定入所者介護サービス費 48,000
及び交付金 特例特定入所者介護サービス費 10

食事及び居住費差額支給費 10
特定入所者予防サービス費 200
特例特定入所者予防サービス費 10

費

計 48,230 48,230 0 19,727 28,503

12,411

2 保険給付費 特定入所者介護サービス等費

特定入所 48,230 19,727
者介護サ
ービス等

高額介護 21,000 8,589
サービス

等費

計 21,000 21,000 0 8,589

手数料

計 1,000 1,000 0 409 591

2 保険給付費 高額介護サービス等費

計 21,138 19,990 1,148 8,643 12,495

2 保険給付費 その他諸費

審査支払 1,000 409

目 本 年 度 前 年 度 比　較

2 保険給付費 介護予防サービス等諸費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明



（款） （項） 6

そ の 他

1 4,010 500 2,664 18 負担金補助 4,510 高額医療合算介護サービス費 4,500
及び交付金 高額医療合算介護予防サービス費 10

（款） （項） 1

1 38,085 △14,513 14,736 10 需 用 費 50 消耗品費 30
印刷製本費 20

11 役 務 費 9 通信運搬費 9

12 委 託 料 4,384 配食サービス事業委託料 720
元気が出る学校業務委託料 3,664

18 負担金補助 19,129 訪問型サービスＢ 279
及び交付金 従来型サービス負担金 15,000

高額介護予防サービス費等相当事
業 50
通所型サービスＡ 3,800

2 3,600 △912 1,681 12 委 託 料 2,688 業務等委託料 2,688

（款） （項） 2

1 8,012 △419 4,740 10 需 用 費 280 消耗品費 150

介護保険特別会計 2  保険給付費

16,417

3 地域支援事業費 一般介護予防事業費

一般介護 7,593 2,853

ケアマネ
ジメント

事業費

計 26,260 41,685 △15,425 9,843

介護予防 2,688 1,007

ス事業費

2,664

3 地域支援事業費 介護予防・生活支援サービス事業費

介護予防 23,572 8,836
・生活支
援サービ

高額医療 4,510 1,846
合算介護
サービス

費

計 4,510 4,010 500 1,846

目 本 年 度 前 年 度 比　較

2 保険給付費 高額医療合算介護サービス等費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明
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（款） （項） 2

そ の 他

印刷製本費 100
修繕費 30

11 役 務 費 71 通信運搬費 40
建物災害保険料 31

12 委 託 料 6,642 送迎委託料 1,560
介護予防健診業務委託料 1,600
通いの場後方支援業務委託料 1,211
リーダー養成事業業務委託料 260
ポールウォーキング教室業務委託
料 140
リーダー養成フォローアップ講座
委託料 71
リーダー派遣業務等委託料 1,800

13 使用料及び 600 自動車等借上料 100
賃 借 料 会場使用料 500

（款） （項） 3

1 19,141 1,092 8,552 1 報 酬 1,588 包括運営協議会委員報酬(14人) 42
会計年度任用職員(1人) 1,546

2 給 料 8,076 職員給(2人) 8,076

3 職員手当等 4,211 通勤手当 24
時間外勤務手当 720
期末勤勉手当 3,251
期末手当 216

3 地域支援事業費 包括的支援事業・任意事業費

包括的支 20,233 11,681
援事業費

計 7,593 8,012 △419 2,853 4,740

予防事業

費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

3 地域支援事業費 一般介護予防事業費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明



（款） （項） 3

そ の 他

4 共 済 費 3,940 共済組合納金 2,486
市町村総合事務組合納金 1,454

7 報 償 費 50 講師謝礼 50

8 旅 費 108 費用弁償 28
普通旅費 80

10 需 用 費 540 消耗品費 140
燃料費 180
食糧費 10
修繕費 210

11 役 務 費 474 通信運搬費 62
手数料 20
公用車保険料 87
社会保険料等 305

13 使用料及び 1,239 駐車場・有料道路等使用料 15
賃 借 料 公用車リース料 384

地域包括支援センター管理システ
ム使用料 840

26 公 課 費 7 公用車重量税 7

2 3,081 0 1,302 19 扶 助 費 3,081 介護者手当 156
介護用品 2,925

3 652 0 275 11 役 務 費 100 通信運搬費 10
印紙代 20
鑑定手数料 70

19 扶 助 費 552 成年後見制度利用支援事業 552

介護保険特別会計 3  地域支援事業費

事業費

任意事業 3,081 1,779
費

権利擁護 652 377

目 本 年 度 前 年 度 比　較

3 地域支援事業費 包括的支援事業・任意事業費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明
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（款） （項） 3

そ の 他

4 1,200 0 506 18 負担金補助 1,200 あんしんネットワーク負担金 500
及び交付金 阿蘇在宅医療システム研究会負担

金 700

5 1,002 △27 410 8 旅 費 15 費用弁償 15

10 需 用 費 60 消耗品費 60

12 委 託 料 900 生活支援コーディネーター業務委
託料 600
生活支援体制整備サポーター養成
事業業務委託料 300

6 70 260 139 10 需 用 費 280 消耗品費 280

18 負担金補助 50 阿蘇行政体連携認知症初期集中支
及び交付金 援チーム負担金 50

7 120 △20 42 8 旅 費 100 費用弁償 100

（款） （項） 4

1 84 △15 43 11 役 務 費 69 手数料 69

11,226

3 地域支援事業費 その他諸費

審査支払 69 26
手数料

計 69 84 △15 26 43

地域ケア 100 58
会議推進

事業費

計 26,571 25,266 1,305 15,345

認知症総 330 191
合支援事

業費

生活支援 975 565
体制整備

事業費

説　　明

在宅医療 1,200 694
・介護連
携推進事

業費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

3 地域支援事業費 包括的支援事業・任意事業費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額



（款） （項） 1

そ の 他

1 1 0 1 22 償還金利子 1 償還金 1
及び割引料

2 105 0 105 22 償還金利子 105 第一号被保険者保険料還付金 100
及び割引料 第一号被保険者還付加算金 1

介護給付費（国）返還金 1
介護給付費（県）返還金 1
介護給付費(支払基金)返還金 1
地域支援事業交付金返還金 1

（款） （項） 2

1 1 0 1 22 償還金利子 1 償還金利子及び割引料 1
及び割引料

（款） （項） 1

1 3,000 3,500 6,500 24 積 立 金 6,500 介護給付費準備基金積立金 6,500

（款） （項） 1

1 5,500 0 5,500 22 償還金利子 5,500 財政安定化基金償還金 5,500
及び割引料

介護保険特別会計 4  諸支出金

6 公債費 財政安定化基金償還金

財政安定 5,500
化基金償

還金

計 5,500 5,500 0 5,500

5 基金積立金 基金積立金

基金積立 6,500
金

計 6,500 3,000 3,500 6,500

4 諸支出金 延滞金

延滞金 1

計 1 1 0 1

計 106 106 0 106

還付金 105

目 本 年 度 前 年 度 比　較

4 諸支出金 償還金及び還付加算金

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

償還金 1
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単位：千円

期間 金額 期間 金額 国庫支出金 地方債 その他

パソコンリース料   自  平成  ３０年度   自  令和  　２年度

675   至  令和  　元年度 270   至  令和  　４年度 405 405

計 675 270 405 0 0 405 0

特定財源
一般財源

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支
出額又は支出額の見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事項 限度額

前年度末まで 当該年度以降 左の財源内訳

の支出予定額 の支出予定額



　(1)  総    括

(千円) (千円)

　(2) 給料及び職員手当の増減額の明細

(千円) (千円) (千円)

期末勤勉 児童手当宿日直手当 管理職手当

8,076 12,071

区分

4,086

比較

11,689

比　較

3,940

前年度 7,603

382

3,705

(千円)

本年度

報　酬(千円)

3,995

給　　与　　費

職員手当
の内訳

本年度

前年度

720

617235

給　料(千円) 職員手当(千円)

職員数
　 (人) 計(千円)

473 △ 91

3,251

備　　考
共済費

           (千円)

16,011

15,394

合　　計
          (千円)

198 24 720

説　　　　　明 備　　　　　考増減額(千円)                増減事由別内訳        (千円)

△ 120

3,024 120

△ 198

△ 91
　制度改正に伴う増減分

　その他の増減分

227

一 般 職

473

　給与改定に伴う増減分

　昇給に伴う増加分

区　　分

給　　料

24

区　分

職員数増減等

職員数増減等

　その他の増減分
職員手当

△ 91

特殊勤務 時間外勤務 夜間勤務

473

給　与　費　明　細　書

2

2

扶養手当

(千円) (千円) (千円) (千円)

住居手当 通勤手当
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　(3) 給料及び職員手当の状況

　　ア．職員1人当たり給与

　　イ．初 任 給

高校卒

短大卒

行政職

平均給料月額 (円)

平均給与月額 (円)

医療職(二) 医療職(三)医療職(一)

343,300

45.0

行　政　職区　　　分

平均給料月額 (円) 359,200

令和2年4月1日現在

平成31年4月1日現在

平 均 年 齢  (歳)

361,200

46.0

324,800

技能労務職医療職(三)医療職(二)医療職(一)

医療職(一)
技能労務職

40.0

医療職(二)

平均給与月額 (円)

平 均 年 齢  (歳)

171,700

166,400 200,700

国　　の　　制　　度

行政職

147,900

165,900

147,900

166,400 200,700

 (円)

150,600

165,900

150,600

医療職(三) 技能労務職

305,500

310,300

310,300

42.0

305,500

大学卒 188,400 212,600 188,400 212,600171,700

 (円)  (円)  (円)  (円)

区　分

 (円)  (円)  (円)  (円)  (円)



級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

1 1 1 1 1

2 2 2 2 2

3 3 3 3 1 100.0 3

4 1 100.0 4 4 4 4

5 5 5 5

6

計 1 100.0 計 計 計 1 100.0 計

1 1 1 1 1

2 2 2 2 2

3 1 100.0 3 3 3 1 100.0 3

4 4 4 4 4

5 5 5 5

6

計 1 100.0 計 計 計 1 100.0 計

技 能 労 務 職医　療　職　(三)行　　政　　職 医　療　職　(一) 医　療　職　(二)

4月1日現在

　　ウ．級別職員数

令和2年　 
4月1日現在

平成31年　 

区　　分
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(Ａ) (人)

(Ｂ) (人)

1号給 (人)

2号給 (人)

4号給 (人)

6号給 (人)

8号給 (人)

(％)

(Ａ) (人)

(Ｂ) (人)

1号給 (人)

2号給 (人)

4号給 (人)

6号給 (人)

8号給 (人)

(％)

　　オ．期末手当・勤勉手当

6月(月分)

1

有

有

有

区　　　　　　　　分 合　　　計
行　政　職

1

2

2

医　療　職

代　表　的　な　職　種

技能労務職

1

1

1

100.0

100.0

100.0

1

1

昇給数別内訳

職 員 数

前
　
年
　
度

(月　　分)

2

(Ｂ)/(Ａ) 100.0

　　エ．昇給

2

(Ｂ)/(Ａ)比 率

昇 給 に 係 る 職 員 数

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

本
　
年
　
度

1

2

備　　　　　考

1

1

100.0

1

昇給数別内訳 2

前 年 度

国の制度

100.0

12月(月分)
区　　分

支　給　期　別　支　給　率 支　給　率　計

比 率

本 年 度

職制上の段階・職務の
級などによる加算措置

1

4.50

4.45

4.50

2.250

2.225

2.250

2.250

2.225

2.250



区　　分 20年勤続の者(月分) 25年勤続の者(月分) 35年勤続の者(月分) 最高限度(月分)

国の制度

(支給率等)

総務課長：30,000円 他の課長級：25,000円 審議員級：20,000円

差異の内容

同

同

47.709 47.709

47.709 47.709

　　ケ．その他の手当

異

同

国の制度との異同

宿 日 直 手 当

同

同

区　　　　　分

時 間 外 手 当

　　カ．定年退職及び早期退職に係わる退職手当

　　キ．地域手当

    支 給 対 象 地 域       

    支　　給　　率　(％)

支給率等

全　　職　　種

代表的な特殊勤務手当の名称

区　　　　　分

給料総額に対する比率  (％)

    支給対象職員数　(人)

国の指定基準に基づく支給率 (％)

　　ク．特殊勤務手当

支給対象職員の比率  (％)

(平成31年4月1日現在)

管 理 職 手 当

24.586875 33.27075

24.586875 33.27075

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

備　　　　考その他の加算措置等

制度なし

制度なし

行　政　職

代　表　的　な　職　種

医　療　職 技能労務職
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(単位：千円）
前々年度末 前年度末現在高 当該年度末現在高

区　　　　分 当該年度中 当該年度中元金
現　在　高 見　込　額 起債見込額 償還見込額 見　込　額

介護保険財政安定化基金貸付金 11,000 5,500 0 5,500 0

合　　　　　計 11,000 5,500 0 5,500 0

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び
当該年度末における現在高の見込みについて

当該年度中増減見込み
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議案第 ２３ 号 
 
 
 
 
 

令和２年度 小国町後期高齢者医療特別会計予算 



 

   

-19- 

 



 

令和２年度  小国町後期高齢者医療特別会計予算 

 

 

令和２年度小国町の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１２０，５３１千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表  歳入歳出予算」による。 

 

 

令和２年３月  日 提出 

小国町長 渡 邉 誠 次 
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　令和２年３月９日提出　















３　歳　出
- 50 -

（単位：千円）（款） （項） 1

そ の 他

1 1,167 27 1,194 8 旅 費 50 普通旅費 50

10 需 用 費 262 消耗品費 152
印刷製本費 110

11 役 務 費 872 通信運搬費 752
回線使用料 120

13 使用料及び 10 駐車場・有料道路等使用料 10
賃 借 料

（款） （項） 2

1 378 10 388 8 旅 費 20 普通旅費 20

10 需 用 費 100 消耗品費 100

11 役 務 費 268 通信運搬費 238
収納手数料 30

（款） （項） 1

1 106,179 6,740 112,919 18 負担金､補助 112,919 被保険者保険料負担金 79,445
及び交付金 基盤安定負担金 33,474

計 112,919 106,179 6,740 112,919

者医療広
域連合納

付金

388

2 後期高齢者医療広域連合納付金 後期高齢者医療広域連合納付金

後期高齢 112,919

計 388 378 10

1,194

1 総務費 徴収費

徴収費 388

計 1,194 1,167 27

一般管理 1,194
費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

1 総務費 総務管理費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明



（款） （項） 1

そ の 他

1 5,820 △30 5,790 10 需 用 費 160 消耗品費 100
印刷製本費 60

11 役 務 費 375 通信運搬費 195
手数料 180

12 委 託 料 4,255 健康診査委託料 3,613
歯科口腔健診委託料 642

18 負担金､補助 1,000 人間ドック補助金 1,000
及び交付金

（款） （項） 1

1 240 0 240 22 償還金､利子 240 保険料還付金 240
及び割引料

240

付金

計 240 240 0

5,790

4 諸支出金 償還金及び還付加算金

保険料還 240

計 5,790 5,820 △30

健康診査 5,790
費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

3 保健事業費 健康保持増進事業費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

- 51 -



 

    

-19- 

－52－ 



議案第 ２４ 号 
 
 
 
 
 

令和２年度 小国町地方改善施設 

住宅新築資金等貸付金特別会計予算 



 

   

-19- 

 



 

令和２年度  小国町地方改善施設住宅新築資金等貸付金特別会計予算 

 

 

令和２年度小国町の地方改善施設住宅新築資金等貸付金特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６２１千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表  歳入歳出予算」による。 

 

 

令和２年３月  日 提出 

小国町長 渡 邉 誠 次 

  

－53－ 

　令和２年３月９日提出　













３　歳　出

（単位：千円）（款） （項） 1

そ の 他

1 466 16 482 22 償還金利子 482 長期債償還元金 482
及び割引料

2 29 △16 13 22 償還金利子 13 長期債償還利子 13
及び割引料

（款） （項） 1

1 126 0 126 27 繰 出 金 126 一般会計繰出金 126

1 公債費 公債費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

元金 482

目 本 年 度 前 年 度 比　較

利子 13

計 495 495 0 495

2 諸支出金 一般会計繰出金

繰出金 126

計 126 126 0 126

- 59 -



－60－

(単位：千円）
前々年度末 前年度末現在高 当該年度末現在高

区　　　　分 当該年度中 当該年度中元金
現　在　高 見　込　額 起債見込額 償還見込額 見　込　額

 公営住宅建設事業債 946 482 0 482 0

合　　　　計 946 482 0 482 0

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び
当該年度末における現在高の見込みについて

当該年度中増減見込み

－60－



議案第 ２５ 号 
 
 
 
 
 

令和２年度 小国町坂本善三美術館特別会計予算 



 

   

-19- 

 



 

令和２年度  小国町坂本善三美術館特別会計予算 

 

 

令和２年度小国町の坂本善三美術館特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１２，１２５千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表  歳入歳出予算」による。 

 

 

令和２年３月  日 提出 

小国町長 渡 邉 誠 次 

  

－61－ 

　令和２年３月９日提出　













３　歳　出

（単位：千円）（款） （項） 1

そ の 他

1 13,667 △1,542 12,125 1 報 酬 4,625 専門委員会委員(2人) 6
運営協議会委員(9人) 27
会計年度任用職員(3人) 4,592

3 職員手当等 647 期末手当 647

7 報 償 費 900 講師謝礼 900

8 旅 費 280 費用弁償 130
普通旅費 150

10 需 用 費 2,470 燃料費 10
食糧費 10
印刷製本費 200
光熱水費 1,400
修繕費 300
消耗品費（一般） 500
消耗品費（ショップ） 50

11 役 務 費 2,277 通信運搬費 100
建物災害保険料 200
電話・ファックス使用料 180
美術品等保険料 50
ピアノ調律料 10
写真撮影・デザイン料 210
斡旋料 10
ホームページ作成手数料 50
清掃手数料 85
台本製作料 500
社会保険料等 882

12 委 託 料 272 消防設備点検委託料 10
夜間警備委託料 262

坂本善三美術館特別会計

一般管理 12,125
費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

1 総務費 総務管理費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

- 67 -



- 68 -

（款） （項） 1

そ の 他

13 使用料及び 618 駐車場借上料 400
賃 借 料 駐車場・有料道路等使用料 20

下水道使用料 118
ＮＨＫ受信料 15
清掃具リース料 48
ホームページサーバー使用料 10
監視カメラリース料 7

18 負担金補助 36 県博物館連絡協議会負担金 3
及び交付金 全国美術館会議負担金 33

12,125計 12,125 13,667 △1,542

説　　明目 本 年 度 前 年 度 比　較

1 総務費 総務管理費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額



議案第 ２６ 号 
 
 
 
 
 

令和２年度 小国町簡易水道特別会計予算 



 

   

-19- 

 



 

令和２年度  小国町簡易水道特別会計予算 

 

 

令和２年度小国町の簡易水道特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７，０４３千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表  歳入歳出予算」による。 

 

 

令和２年３月  日 提出 

小国町長 渡 邉 誠 次 

  

－69－ 

　令和２年３月９日提出　













３　歳　出

（単位：千円）（款） （項） 1

そ の 他

1 6,085 38 6,123 8 旅 費 10 普通旅費 10

10 需 用 費 800 消耗品費 10
印刷製本費 30
修繕費 500
薬品費 260

11 役 務 費 172 通信運搬費 5
水道賠償責任保険料 150
収納手数料 17

12 委 託 料 4,910 塩素滅菌器維持管理委託料 60
維持管理委託料 3,000
水質検査委託料 200
事務委託料 150
経営戦略策定業務委託料 1,500

13 使用料及び 100 機械使用料 100
賃 借 料

15 原 材 料 費 100 支給資材費 100

18 負担金補助 30 簡易水道協会負担金 30
及び交付金

26 公 課 費 1 簡易水道特別会計消費税 1

（款） （項） 2

1 592 71 663 8 旅 費 1 普通旅費 1

簡易水道特別会計

目 本 年 度 前 年 度 比　較

1 総務費 杖立水道費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

一般管理 6,123
費

計 6,123 6,085 38 6,123

1 総務費 小薮水道費

一般管理 663

- 75 -



- 76 -

（款） （項） 2

そ の 他

10 需 用 費 205 消耗品費 5
印刷製本費 10
修繕費 190

11 役 務 費 46 通信運搬費 15
水道賠償責任保険料 11
収納手数料 20

12 委 託 料 390 維持管理委託料 360
水質検査委託料 10
事務委託料 20

13 使用料及び 10 機械使用料 10
賃 借 料

15 原 材 料 費 10 支給資材費 10

26 公 課 費 1 簡易水道特別会計消費税 1

（款） （項） 3

1 184 73 257 7 報 償 費 14 水道検針員報償金 14

8 旅 費 1 普通旅費 1

10 需 用 費 72 消耗品費 5
印刷製本費 5
修繕費 62

11 役 務 費 39 通信運搬費 10
水道賠償責任保険料 11

1 総務費 小薮水道費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

1 総務費 市井野水道費

一般管理 257

計 663 592 71 663

費



（款） （項） 3

そ の 他

収納手数料 18

12 委 託 料 110 維持管理委託料 90
水質検査委託料 10
事務委託料 10

13 使用料及び 10 機械使用料 10
賃 借 料

15 原 材 料 費 10 支給資材費 10

26 公 課 費 1 簡易水道特別会計消費税 1

目 本 年 度 前 年 度 比　較

1 総務費 市井野水道費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

計 257 184 73 257

- 77 -
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－78－ 



議案第 ２７ 号 
 
 
 
 
 

令和２年度 小国町農業集落排水事業特別会計予算 



 

   

-19- 

 



 

令和２年度  小国町農業集落排水事業特別会計予算 

 

令和２年度小国町の農業集落排水事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１５３，４７７千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表  歳入歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、 

期間及び限度額は「第２表  債務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことのできる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率 

及び償還の方法は「第３表  地方債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は５０，０００千円とする。 

 

令和２年３月  日 提出 

小国町長 渡 邉 誠 次 

－79－ 

　令和２年３月９日提出　







－82－

期　　　　間 　　　        限　　　度　　　額

30,000

下水道事業地方公営企業法適用支援業務委託   自  令和  　２年度 令和 2年度　 8,000
  至  令和  　５年度 令和 3年度から 5年度　 22,000

第　２　表　　債　務　負　担　行　為
　　　　　　　　　　　（単位：千円）

事　　　　　　　　　　項



起債の目的 起債の方法

 資本費平準化債 証書借入又

 公営企業会計適用債 は証券発行

第  ３  表　　　　地  方  債
(単位：千円）

限度額 利率 償還の方法

28,800 5％以内 政府資金については、その融資条件によ
り、銀行その他の場合にはその債権者と協
定するところによる。ただし、町財政の都合
により据置期間及び償還期限を短縮し、又
は繰上償還もしくは低利に借換えすること
ができる。

（ただし、利率見直し方式で借り入れる
政府資金及び地方公共団体金融機構
資金について、利率の見直しを行った
後においては当該見直し後の利率）

36,800

8,000

－83－













３　歳　出

（単位：千円）（款） （項） 1

そ の 他

1 43,688 11,879 43,967 7 報 償 費 30 汚水処理施設維持管理報償金 30

8 旅 費 100 普通旅費 100

10 需 用 費 18,360 消耗品費 30
燃料費 10
食糧費 10
印刷製本費 10
光熱水費 11,400
修繕費 6,900

11 役 務 費 8,080 通信運搬費 1,400
浄化槽法定検査料 350
田原処理施設清掃費 510
合併処理場浄化槽清掃費 3,360
西里処理施設清掃費 1,070
処理施設保険料 90
黒渕処理施設清掃費 1,070
収納手数料 230

12 委 託 料 24,400 下水道事業地方公営企業法適用支
援業務委託料 8,000
田原処理施設保守点検委託料 1,240
西里処理施設保守点検委託料 3,980
黒渕処理施設保守点検委託料 3,980
事業計画策定業務委託料 7,200

13 使用料及び 30 機械使用料 10
賃 借 料 駐車場・有料道路等使用料 20

14 工事請負費 1,100 移設工事 1,100

15 原 材 料 費 10 支給資材費 10

農業集落排水事業特別会計

目 本 年 度 前 年 度 比　較

1 総務費 集排費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

一般管理 55,567 3,600 8,000
費

- 89 -



- 90 -

（款） （項） 1

そ の 他

18 負担金補助 50 全国町村下水道事業推進協議会負
及び交付金 担金 10

日本農業集落排水事業連絡協議会
負担金 40

22 償還金利子 1 還付金 1
及び割引料

24 積 立 金 406 農業集落排水事業基金積立金 401
農業集落排水事業償還基金積立金 4
浄化槽市町村整備推進事業償還基
金積立金 1

26 公 課 費 3,000 消費税 3,000

（款） （項） 1

1 82,000 2,200 55,400 22 償還金利子 84,200 長期債償還元金 84,200
及び割引料

2 16,010 △2,300 13,710 22 償還金利子 13,710 一時借入金利子 10
及び割引料 長期債償還利子 13,700

1 総務費 集排費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明目 本 年 度 前 年 度 比　較

2 公債費 公債費

元金 84,200 28,800

計 55,567 43,688 11,879 3,600 8,000 43,967

利子 13,710

計 97,910 98,010 △100 28,800 69,110



－91－

(単位：千円）
前々年度末 前年度末現在高 当該年度末現在高

区　　　　分 当該年度中 当該年度中元金
現　在　高 見　込　額 起債見込額 償還見込額 見　込　額

 下水道事業債 534,473 480,988 0 55,067 425,921

 過疎対策事業債 601 0 0 0 0

 資本費平準化債 366,119 362,921 28,800 29,133 362,588

 公営企業会計適用債 0 0 8,000 0 8,000

合　　　　　計 901,193 843,909 36,800 84,200 796,509

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び
当該年度末における現在高の見込みについて

当該年度中増減見込み

－91－


